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第一章  ムシャッラフ軍事政権成立の背景 
 
はじめに  
 1 9 9 9 年 1 0 月 1 2 日午後、ナワーズ・シャリーフ・パキスタン首相は、スリラン
カの建国 5 0 周年記念式典出席のためコロンボに滞在中であったパルヴェーズ・ム
シャッラフ統合参謀本部議長を解任、後任にズィアーウッディーン軍統合情報局
（ I S I）長官を任命した。その後、ムシャッラフ将軍が搭乗しコロンボからカラチへ

















































 1997年 3月、史上初の下院絶対多数（207議席中 134議席）を背景に首相に就任
したパキスタン・ムスリム連盟（PML）のナワーズ・シャリーフは、汚職の一掃、
貧困撲滅、人口抑制、教育の普及、経済再建等を公約として掲げた。そしてまず小














































（ the Naval War Collage）で「われわれは、経済的な潜在力のある国と異なり、集団
間の対立をあおって政情を不安定化させたり、治安を悪化させる便宜主義的な政策
を容認することはできない」と、シャリーフ政権を批判する演説を行った。彼はそ
の 2 日後に、「強制辞任（Forced Retirement）」させられた。そして彼の後任統合参
謀本部議長の指名では第一候補であったアリー・クリー・ハーンと、次のハーリド・
ナワーズを飛び越えて、シャリーフの推すムシャッラフが軍を押し切る形で統合参




あり、彼が I S I 長官に就任したことはシャリーフによる軍へのあからさまな介入の
始まりであると、マスコミは論評した。またムシャッラフがこの時抜擢されたのは、
彼がシャリーフにとって軍の中で比較的影響力を行使しやすい相手とみられたから
だともいわれる 1。  



















国民の反感を買った。力は弱いながら、野党にも動きがあった。 9 月 7 日には、統
一民族運動党（MQM: Muttahida Qaumi Movement）、大衆民族党 ( A N P )、正義のため
の運動党（ T I）などを含む全国の 1 9 政党が合同して反政府を標榜する野党連合を
結成し、スィンドでの大規模ストライキを呼びかけた 2。  
 もうひとつ忘れてはならないのはカラチの地域政党である M Q M とシャリーフ政






増していた。そしてまさに 99年 10月 12日を境に、こうした紛争は沈静化したとい
う事実がある。ただし、カラチの警察や外国公館の警備担当官の間では、この状態
は単なる模様眺めとみられており、ムシャッラフ政権が今後展開する政策次第では、
紛争が再燃する可能性が高い状況には変わりない 3。  
 政変直後、ロンドンに亡命中のアルターフ･フセインの留守を守ってM Q M の幹部
をつとめるファルーク・サッタールは、ムシャッラフ不在中に軍を P M L の影響下
に置くことを目的として人事に介入しようとしたシャリーフの行動は、ムシャッラ
フ将軍の協力姿勢にたいする裏切りであった、と断じた。政党としての M Q M は軍
政には反対するが、政党政治のアカウンタビリティーを確立するために半年から 1




























ければならない 5。  
 それに、シャリーフ政権にも成果がなかったわけではない。1 9 9 9 年 2 月に始まっ
た「バス外交」、ラホール宣言等、対インド関係は改善していた。ラホール会談でシャ
リーフとヴァジペイーが合意していたことは、カシミール問題が南アジアの不安定




パキスタン側は N .ナーイク氏、インド側は R . K .ミスラ氏がその任に就いた。 9 9 年
3 月からこのバックチャンネルでの交渉が進捗していたが、 5 月にカールギルで戦
















えばインドの与党インド人民党（ B J P）と民族奉仕団（ R S S）との間ほどの結びつ
きはない。さらにパキスタンの主なイスラーム政党としては、イスラーム党
（ J a m a a t - e - I s l a m i）、イスラーム・ウラマー党（ J a m i a t u l  U l a m a - e - I s l a m）、パキ
スタン・ウラマー党（ J a m i a t u l  U l a m a - e - P a k i s t a n）がある。しかし 1 9 9 7 年の下
院選挙を例にとると、イスラーム党は選挙よりブットー政権の汚職審査実施を主張
して選挙をボイコットした。イスラーム・ウラマー党は 2 議席、パキスタン・ウラ
マー党は 0 議席で、いずれも議会における大きな勢力とはなりえていない 7。  





は 1 0 月 1 8 日のペシャーワルで行った演説の中で、文民、軍人を問わず、また政治
家も官僚も含めたあらゆるアカウンタビリティーを要求し、その制度的な改革を求



































 ムシャッラフ将軍は 1 0 月 1 5 日に国民に向けた声明の中で、暫定憲法命令を発令
した。その主な内容は次のようであった。( 1 )全土に非常事態宣言を発令、( 2 )ムシャ
ラフ総参謀長が最高行政官 ( C h i e f  E x e c u t i v e )に就任、 ( 3 )現行憲法を停止、 ( 4 )大統
領は職務継続、 ( 5 )連邦、地方議会の機能を停止、 ( 6 )首相などの職務停止、 ( 7 )宣言
は 1 0 月 1 2 日にさかのぼり有効、 ( 8 )現行憲法に代わる暫定憲法命令を公布、 ( 9 )現
行憲法の基本的人権は一定範囲内で有効、 (10)現行憲法以外の法律は有効 10。   
 こうしてムシャッラフ将軍は最高行政官に就任し、国家元首としてのラフィー
ク・ターラル大統領を留任させた。最高行政官の下には国家安全保障評議会
（N a t i o n a l  S e c u r i t y  C o u n c i l）が設置され、 8 名の委員が任命された。ここには三
軍の長のほか、 I M F 勤務経験のあるムハンマド・ヤークーブ中央銀行総裁（後に辞
任）、ピールザーダー元検事総長、人口・福祉問題専門家で N G O パキスタン家族計
画委員会代表のアティヤ・イナーヤトゥッラーなどが含まれた。  
 さらにその下に 1 0 名の閣僚からなる内閣が置かれた。この閣僚メンバーには、
蔵相に米シティ・バンク執行副社長のショウカット・アジーズ、外相には元外務次
官で駐インド大使経験のあるアブドゥッ・サッタール、環境相には女性の自立を支
援している N G O スンギー代表のオマル・アスガル・ハーンらが含まれている。N S C
も内閣もメンバーをみる限り、国内経済の再建や I M F など国際金融機関から融資を
引き出すことを意識したと思われる人材や、N G O の代表など、文民中心に配慮され
た選出と評価された。  
 ムシャッラフはさらに 1 0 月 1 7 日に国民に向けて行った演説で、連邦制の再建、










現実には 2 1 1 0 億ルピーの銀行債務の回収に乗り出した結果、1 カ月の期間にむしろ
経済的な停滞という状況が指摘されるようになり、しかも猶予期間をすぎた時点で
回収率は 5％にすぎなかった 11。  




に「主な施策」として、国防費 7 0 億ルピー削減、農業所得税をその他の所得税と










が切れる 2 0 0 1 年を民政移管のきっかけとする見方もある。また一方では、現在停
止されている議会の議員が任期切れになる 2 0 0 2 年まで、連邦議会選挙はないだろ
うとの見方も広く支持されている。  
 ムシャッラフはこうした問いには答えていないが、むしろ連邦議会より先に地方





















 1 0 月 1 2 日にパキスタンが軍政の再来をみた翌日、インドでは民主的選挙によっ
て選ばれたインド人民党（ B J P）ヴァジペイーが、宣誓を行って再び首相の座に就
いた。偶然とはいえ、あまりにも対照的な両国の姿は、独立後のそれぞれの歩みを
象徴していたと考えることも、あるいはできるのかもしれない。パキスタンがいわ






いのは、ムシャッラフがおこした政変は、過去 3 回の軍政とも、 1 9 8 8 年以来 4 回
の民主政府とも異なった方向を目指している可能性があるということである。その




の政治的態度の変化は、1 9 9 0 年代から 2 0 0 0 年代に向かおうとする時代の国際環境
11
の影響からも無縁ではありえない。ムシャッラフはシャリーフの政治が暴走してい








が、政変後 2 カ月余を経た時点では模様眺めの状況にある。M Q M も J I も、あるい









た 18。  




対極をなしているといえるのかもしれない。   
        （井上あえか）  
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